仕　　様　　書　 （案）
１　件名
窓口受付システムの導入及び運用保守委託
２　目的
（１）　戸籍住民課内すべての窓口をネットワークに接続し、サーバで窓口状況等を集中管理することにより複数手続きの進捗状況の把握、窓口間の情報共有及び連携を図り、業務効率を高める。また、リアルタイムの混雑状況等をWeb公開し、来庁者の利便性及び快適性の向上を図る。
（２）　（１）の窓口受付システムが、安定的に運用できるよう、機器、設備等及びシステムの運用保守を委託する。
３　委託概要
窓口受付システムがスムーズに運用できるよう、当該システムに係るハードウェア及びソフトウェアの導入、カスタマイズ等のシステムの設計・テスト作業、研修、システム切替え、区ネットワークへの接続、運用開始後の保守業務など、システム導入・運用に係る一連の必要な作業すべて（天吊り工事等の機器設置を含む）について、区と綿密な協議を行い十分な検証を行った後、運用開始までに導入すること。また、運用開始後は、機器、設備等及びシステムの運用保守を行うこと。
４　委託期間
令和７年11月１日（土）から令和12年11月１日（金）まで
システム運用開始は、令和７年11月４日（火）とする。
なお、窓口受付システム機器の賃貸借については、別途契約を行う。
５　導入作業日　　
令和７年11月４日（火）から運用できるように、11月３日（月・祝）までに作業を完了すること。
※日程等については、区と受託者の協議の上、決定する。
６　履行場所　　　
文京シビックセンター２階戸籍住民課、１４階情報政策課等
受託者の作業場所（web用サーバ設置場所）
住所：　　東京都○○区○○　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
７　支払い方法
検査合格後、受託者の請求書に基づき支払うものとする。
８　システムの概要　　
別紙１「窓口受付システム機能要件一覧」を参照。
今回導入する機器類については、２０２３年以降に製造された未使用のものを導入すること。
台数は表示画面の内容により、区と受託者で協議の上決定する。以下台数は想定台数とする。
（1） 番号発券機（待合室設置）
1 待合室にタッチパネル型番号発券機を設置すること。
なお、手続き別とするため、画面のデザイン等について区と協議を行い決定すること。
ただし、全て同じ機能を持ち、1台が故障した場合でも他の台で対応できる機能とし、設定変更等、区職員でも対応が可能であること。
	戸籍届出と証明発行の受付
	住民異動の受付
	合計台数

	１台
	１～２台
	２～３台


2 タッチパネルの設定、画面の表示手順等は、来庁者も操作できる、わかりやすい画面の構造とし、ユニバーサルデザインに配慮したものとするため、区と必要な協議を行い、決定すること。
3 番号札の表示内容及びQRコードを読み取り、携帯電話等に表示される画面のメッセージ内容については、現在の受付番号、呼ばれるまでの待ち人数・待ち時間、自分の番号が過ぎてしまった場合に「職員に声をおかけください」など、他団体の事例を参考に区と協議すること。
4 来庁者の使用する発券機は、高齢者や障害者が使用できるようユニバーサルデザインに配慮した機器を選定すること。
（2） 個別表示機（ディスプレイタイプ）
1 カウンター及びサービスコーナーに設置すること。
	戸籍係
	証明係
	住民記録係
	サービスコーナー
	合計台数

	３台
	６台
	12～16台
	２台
	23～27台


2 呼び出し後は、窓口番号と発券番号を表示すること。
（3） 案内表示機（待合室設置）
1 色別に表示したモニタを、指定した場所に安全対策を施して設置すること。
	戸籍届出と証明発行の受付
	住民異動の受付
	証明の交付
	合計台数

	２～３台
	２～３台
	２～３台
	６～９台


2 表示内容については、区と協議を行い、決定すること。
（4） 職員用周知機（執務室設置）　
1 指定した場所に安全対策を施して設置すること。各係の作業状況等が把握できる内容にすること。
	戸籍届出と証明発行の受付
	住民異動の受付
	合計台数

	１台
	１～２台
	２～３台


2 表示内容については、区と協議を行い、決定すること。
3 表示時間の秒数など、調整可能なものとすること。
（5） 待ち人数等のウェブ公開等
1 待ち人数等、リアルタイムの窓口状況等をインターネットに公開できるようにすること。
2 この他、インターネット公開に必要な協力を適宜行うこと。
（6） 統計
混雑状況の把握等を行うことを目的とし、係、業種ごとの時間別、日別、月別統計（発券数、平均待ち時間、最小待ち時間、最大待ち時間、平均対応時間等）を自動生成し、ＥｘｃｅｌやCSVで出力できること。
※上記、機能要件の詳細については、区と慎重に協議の上、決定すること。
９　設置作業等
（1） 　モニタ設置等に当たっては、事前に作業工程、図面等を区に提出し、関係各課と十分に調整したうえで実施すること。また、作業に必要な台車その他の機材は、すべて受託者が用意すること。
（2） 　搬入等作業当日の手順については、あらかじめ区と十分な打合せを行うこと。
（3） 　LAN配線、ケーブル接続、電源等の配置については、事前に区と十分な打合せを行うこと。　　また、配線工事にあたり、ケーブル等は未使用のものと取り換えること。
（4） 　設置写真及び設置図面を区に提出すること。
（5） 　作業に着手する前に、区の指定する関係箇所に必要な養生を施すこと。
（6） 　作業の過程で移動した備品等は、終了後、清掃を含めて復旧させること。
（7） 　設置後、上記「6履行場所」から窓口受付システム及びWebサーバを移動させる場合、当区及び受託者の書面による承諾のもと、移動することができるものとする。移動にあたって受託者は区に対し、適切な指示・確認を行うこと。
１０　導入移行措置
（1） 　導入を開始するまでに、区が指定する場所において、区職員及び関係する他事業者（外部委託事業者等）に向けた、「一般操作研修（システム概要に係る研修及び端末を用いた操作研修）」を行うこと。「システム管理・保守に係る研修」は、窓口受付システムの設定や保守等に携わる職員に対して行うこと。
（2） 　研修の講師は受託者が実施するものとし、研修対象者の人数に応じて必要な操作補助員をつけること。また、システム操作研修は、本区向けの設定を行ったもので実施すること。
（3） 　研修環境（ハードウェア、ソフトウェア、ネットワーク等）及びその準備作業は、区と協議のうえ、原則として受託者が実施すること。
（4） 　窓口受付システムを活用した業務の流れ（来庁者の動線確認等含む）を検証するため、実際に要員等を配置し、本番稼動と同様の環境におけるリハーサルを実施すること。
（5） 　区職員及び関係する他事業者（外部委託事業者等）がシステムの取扱いを習熟した上で実運用に臨めるよう、十分な研修、リハーサル及び運用テスト期間を確保すること。
ア　一般操作研修　１～２週間程度
イ　システム管理・保守に係る研修　１～２日程度
ウ　リハーサル及び運用テスト　１～２日程度
（6） 　機器が正常に稼働しなかった場合は早急に対処すること。また、翌営業日までに原因を分析し故障修繕を行う、または機器交換を行い正常な状態に復旧すること。　
（7） 　障害時の運用手順については、障害時の連絡体制・対応フォロー等を定めて、運用手順書に記述すること。　　
（8） 　機器故障時のバックアップ機への変更は、区職員自ら変更できるよう簡易な操作によることとし、区職員が操作する際、必要な説明を適宜行うこと。
（9） 　窓口受付システムは、データの正確性、迅速性が求められる情報を取り扱うため、障害等が生じた場合であっても、確実に正常な状態に復旧できるよう、バックアップ及びリストアの機能を整備すること。その際、バックアップ処理により性能要件を損なうことのないようにするとともに、区へ障害等の内容の説明報告を書面にて行うこと。
１１　セキュリティに関する機能要件
（1） セキュリティ対策
1 庁内外からの不正な接続及び侵入、行政情報の漏えい、改ざん、消去、破壊、不正利用等を防止するための対策を講じること。
2 継続的にセキュリティが確保されるよう、PDCAサイクルを構築して管理運営を行い、セキュリティレベルが低減することのないよう取り組むこと。
（２）ウィルス対策
不正プログラム対策を実施すること。
（３）設計
サーバから端末に攻撃の糸口になり得る情報を送信しないように、情報システムを構築すること。
１２　運用保守対象
（1） 窓口受付システム及びWebサイト一式
①窓口受付システム（機器及びソフトウェア）
 　　②システム構成機器・設備等（予備機を含む）
 　　　　 ③リアルタイムの窓口混雑状況、ネットワークシステム（指定回線からの接続部を起点としたシステム内部に限定）
（2） システム通信環境
①Web利用
②インターネット回線使用
１３　運用保守要件
別紙１「窓口受付システム機能要件一覧」を参照し、この機能を維持できるパッケージシステム及びカスタマイズ部分、ソフトウェア等の保守業務として、以下に記載する事項を実施すること。（なお、保守回線等により遠隔地からソフトウェア等の遠隔保守を実施することも可能）
また、窓口受付システム及び混雑予想等情報閲覧、統計情報などの運用業務は、受託者から提供された運用マニュアル・手順書等に基づき区職員が実施するが、それらに記載されていない運用業務が発生した場合には、適宜支援をすること。
（1） 保守内容
機器・設備等及びシステムが常に正常な状態で作動するように、定期的に保守管理を行うとともに、障害発生時には、速やかに復旧に必要な措置を講じることが出来る体制を構築すること。また、連絡体制表（通常時・緊急時）を区に提出すること。
詳細は次のとおりとする。
（1） ヘルプデスク
通常時の連絡体制表に基づき、区からの問合せに対応すること。対応時間については、以下の区希望時間を基本に、区と受託者で協議の上決定する。
ア　平日（除毎週水曜日）：午前８時～午後６時
イ　その他：下記システム運用時間に対応
・毎週水曜日（祝日、12月29日～１月３日を除く）：午前８時～午後８時
・日曜開庁：毎月第２日曜日：午前８時30分～午後６時
・臨時開庁：毎年度４月の第1日曜日及び３月の最終日曜日：午前８時30分～午後６
　時
・個人番号カード交付臨時窓口：毎月第４土曜日：午前８時30分～午後６時・上記日程
以外の緊急開庁日に運用業務が発生した場合
　　（時間帯は平日と同程度の範囲内とし20営業日前までに連絡すること）
（1） 定期保守
運用保守対象において、定期点検を行うこと。
・実施時期、実施内容については、区と協議の上決定すること。
・区と合意した定期点検チェックリストに基づき実施すること。
・システムリソースのパフォーマンス点検を行うこと。
・点検結果について、点検後５営業日以内に区へ書面にて報告すること。
（1） 随時保守
ア　窓口受付システム、Webサイト一式が常時正常に稼動するよう、遠隔保守を含め随時保守管理を行うこと。保守業務の詳細内容等については、別紙２のとおりとする。

イ　区施設の停電、システムの修理・変更等システムに影響が出ると考えられる場合は、立会い、復旧後の動作確認を行い、不具合が発生した場合は開庁前に復旧すること。
（1） 緊急保守
障害発生時は、上記①の時間帯を問わず、緊急時連絡体制表に基づき、概ね１時間以内に正常に復旧させること。当区による動作確認後、３営業日以内に区へ報告書を提出すること。
（1） 保守経費
保守作業に要する部品代、人件費等の一切は、本契約に含むものとする。
（1） その他
ア　保守の範囲を超える場合は別途協議すること。（別紙２「保守業務の詳細一覧」参照）
イ　繁忙期（３月～４月）における対応は、区と協議の上行うこと。
（2） 窓口受付システム
（2） 設定変更・追加・削除（保守の範囲を超える場合は別途協議）が可能なこと。
（2） マニュアル・手順書に記載されていない運用業務が発生した場合の支援すること。
（2） プログラムバグ対応や機能変更に関する対応を行うこと。
（2） 障害対応記録の保存、保守業務に関する報告を行うこと。
（2） 各種マニュアル・手順書・研修テキストの更新・周知を随時行うこと。
（3） Webシステム（混雑状況等）
（3） Webサイトに必要なサーバ機等のハードウェア及びソフトウェアは、受託者が設置し、区が運用できるように設定を行うこと。
（3） 区に合わせたサーバ設定、導入を実施すること。
（3） 窓口受付サーバと連携し、リアルタイム情報を得ること。連携に際し、専用回線を準備すること。
（3） 365日24時間稼働すること。
（3） インターネット上で利用するため、必要なセキュリティ対策を実施すること。
（3） 待ち人数及びリアルタイムの窓口混雑状況等をインターネットに公開できるようにすること。
（3） インターネット公開に必要な協力を適宜行うこと。
（3） サーバ停止時の取り扱いとして、機器・設備等のメンテナンス等により、一時的に本サービス停止を行う際は、予定日の５営業日前までに区に連絡を行うこと。
（3） システム障害時対応として、受託者はシステム障害等が発生したときは、速やかに復旧対策を実施するとともに、区へ障害等の内容の説明報告を行うこと。
（3） 受託者は、緊急を要するシステム障害が発生したと判断した場合に限り、本サービスを中断するとともに、区に早急に連絡すること。
（3） 閉庁時にシステム障害が発生した際の緊急連絡体制として、受託者はサーバ管理者に連絡すること。
（3） 受託者は、本サービスを廃止する場合、本サービスを廃止しようとする日の３ヶ月前までに区へ通知すること。
（3） 受託者は、本サービスの内容を変更する場合、変更後の本サービスの内容、及びその効力発生時期を、区に事前連絡すること。また、受託者のWebサイトに提示すること。

１４　本業務における成果物
下記に指定した成果物については、区と協議の上、それぞれの期日までに納入すること。
本業務にて新たに作成したプログラム等について、営利目的にて他所で使用（一部転用も含む）する場合は、区の許諾を必要とする。
（1） 　システム詳細設計書、システム設計完了報告書、運用保守設計に係る成果物（ハードウェア構成・一覧、ソフトウェア構成・一覧）・・・運用詳細設計完了時
（2） 　ネットワーク構成・一覧、システム連携設計、セキュリティ設計等）・・・運用詳細設計完了時
（3） 　議事録・・・会議後５営業日以内
（4） 　総合テスト等成果物（総合テスト・セキュリティテスト完了報告書、運用テスト計画書、本番移行手順書等）、操作マニュアル（概要版・詳細版）、研修テキスト等・・・・総合テスト完了時
（5） 　実施手順書・緊急時個別対応計画・・・導入日前
（6） 　機器構成図、ネットワーク設定表・・・導入日後、１ヶ月以内
１５　留意事項　
（1） 　システム開発等にあたっては、区と慎重に協議したうえで対応をとること。また、仕様変更（機能、性能、操作性等の品質をより向上させるための設計変更等）に対しても同様に対応すること。　
（2） 　本業務を遂行するうえで新たに発生した事項については、区及び受託者が十分な協議を行い実施すること。
（3） 　本仕様書との不一致が見られた場合は、区と協議のうえ、受託者は無償で是正措置を実施すること。なお、本件システムの契約不適合の責任期間は、本契約の委託期間とする。
（4） 　視覚や色覚に障害をもつ利用者や職員が利用すること等を想定した、システムのアクセシビリティ対策をとること。
（5） 　事務処理を踏まえ、業務を効率的に行えるよう配慮した画面構成、画面遷移、入力操作方法であること。
（6） 　窓口受付システムに格納されるデータや業務を行う中で生成されたデータは、すべて区が所有権を有するものとする。また、窓口受付システムを更改する際には、更改に必要なデータの移行を円滑に行えるよう協力をすること。
（7） 　オンライン応答時間は、ネットワークの影響及び縮退運用時を除外して、３秒以内とすること。また、統計等の同時に多くのDBを参照する処理を行う場合については、３秒以内の処理完了を必須とはしないが、応答処理中であることを区職員が認識できる等の対策を講じること。
（8） 　データ量及びユーザの利用者の増加に対して、システムのパフォーマンスが低下しないように、ハードウェア及びソフトウェアのチューニングが行えること。
（9） 　受託者及び受託者の作業員は、作業に当たって知り得た事項等を他へ漏らしてはならない。なお、この義務は、本契約終了後も継続する。
1６　損害賠償
（１）　区及び受託者は、文京区と受託者間の契約に定める自らの義務に違反したことにより相手方に直接かつ現実に生じた通常の損害について、損害賠償の責を負うものとする。なお、文京区及び受託者は、特別損害（逸失利益・弁護士費用を含むが、これらに限られない。）については、その都度区と受託者で協議の上決定するものとする。
（２）　区及び受託者の負う損害賠償の額は、区と受託者間の委託契約書に基づき、その都度区と受託者で協議の上決定するものとする。
（３）　区と受託者間の合意（文京区の標準契約約款　委託を含むがそれに限られない）との間に矛盾、抵触などが生じる場合、本仕様書に基づき、その都度区と受託者で協議の上決定するものとする。

１７　その他
（1） 　本仕様書の内容に疑義が生じた場合は、区契約事務担当と協議の上決定する。 
（2） 　（１）に関することを除く、契約履行上の打ち合わせ事項に関しては、事業執行担当者と行うこと。 
（3） 　本契約の履行に当たって自動車を使用し、又は使用させる場合は、都民の健康と安全を確保する環境に関する条例（平成12年東京都条例第215号）の外、各県条例に規定するディーゼル車規制に適合する自動車とすること。なお、適合の確認のために、当該自動車の自動車検査証（車検証）、粒子状物質減少装置装着証明書等の提示又は写しの提出を求められた場合には、速やかに提示し、又は提出すること。
（4） 　本契約の履行に当たってハイブリッド車等の自動車を使用し、又は使用させる場合は、車両接近通報装置を備えた自動車を使用するよう努めること。
（5） 　本契約の履行に当たり、個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）を遵守すること。 
（6） 　本契約の履行に当たり、文京区情報セキュリティに関する規則（平成15年６月文京区規則第50号）を遵守すること。 
（7） 　本契約の履行に当たり、文京区公共の場所における喫煙等の禁止に関する条例（平成20年９月文京区条例第45号）を遵守すること。
（8） 　本契約の履行に当たっては、障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成25年法律第65号）を遵守し、また、文京区における障害を理由とする差別の解消の推進に関する対応要領（平成28年３月文京区訓令第13号）の目的等を顧慮し、障害者に対し、障害を理由とした不当な差別的取扱いをしないこと。また、障害者から社会的障壁の除去を求められた際に、その実施に伴う負担が過重でないときは、合理的な配慮をすること。
（9） 　本契約の履行に当たっては、文京区男女平等参画推進条例（平成25年９月文京区条例第39号）第７条及び「性自認および性的指向に関する対応指針（令和３年３月31日付2020文総総第1777号）」を踏まえ、性別（性自認及び性的指向を含む。）に起因する差別的な取扱いを行わないこと。
（10）　本契約の履行に当たり、業務内容に個人情報の取扱い（取得・入力・編集・分析・出力等）が含まれる場合は、「個人情報の取扱いを含む委託契約の履行に際し認識すべき主なポイント」を事前に確認・記入の上、契約書又は請書と共に区契約事務担当に提出すること。
１８　連絡先
契約事務担当：総務部契約管財課契約係　　　　　　　　　　　電話　5803-1150
事業執行担当者：区民部戸籍住民課管理係　沼田　　　　　 電話　5803-1175

